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平成 29年度のおもな事業

( 単位：万円 )

会　計　名 歳　入 歳　出 差　引
農 業 共 済 特 別 会 計 22,381 22,269 112

会　計　名 歳　入 歳　出 差　引 翌 年 度 
繰越財源

実 質
収 支 額

国民健康保険特別会計事業勘定 886,406 829,060 57,346 0 57,346
国民健康保険特別会計直診勘定 22,764 20,186 2,578 0 2,578
介護保険特別会計保険事業勘定 681,091 665,342 15,749 0 15,749
介 護 保 険 特 別 会 計 サ ー ビ ス 事 業 勘 定 2,435 2,155 280 0 280
訪問看護ステーション特別会計 2,679 2,151 528 0 528
地 方 卸 売 市 場 特 別 会 計 863 804 59 0 59
駐 車 場 特 別 会 計 1,402 1,324 78 0 78
後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 89,106 87,337 1769 0 1,769
看護専門学校特別会計 30,591 29,104 1487 0 1,487

合　　　計 1,717,337 1,637,463 79,874 0 79,874

会　計　名 収益的収入 収益的支出 差　引

水道事業会計
214,537 201,767 12,770

資本的収入 資本的支出 差　引
115,417 167,374 △ 51,957

※水道事業の資本的収支（差引）の不足額については、過年度分損益勘定
留保資金４億 4,439 万円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整
額 7,518 万円で補てんしました。

( 単位：万円、税込 )

( 単位：万円 )

③ 企業会計 地方公営企業法の適用を受ける
公営企業の会計

歳
入

事業のために借りたお金の返済金

平成
　　  年度

29 決算報告

　平成 29 年度　丹波市の決算概要をお知らせします

前年度に比べ 40 億 6,923 万円減額となりま
した。減額の要因として繰越金（37.9％減）
や市債（22.5％減）の減額があげられます。

総額 371 億 8,467 万円

① 一般会計 福祉や教育、道路整備など一般的な行政にかかる経費を扱う会計② 特別会計 特定の事業を行うために一般会
計と区別して処理する会計

地方譲与税　  、地方消費税交付金 　 、自動車取得税交付金　  、
利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、ゴルフ場
利用税交付金、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金

　　 その他交付金等　17 億 6,393 万円

前年度に比べ 35 億 6,172 万円減額となり
ました。小学校施設整備事業、情報システ
ム管理事業、プロジェクト関連事業の増額
が要因です。

総額 350 億 7,053 万円歳
出

【用語解説】

国庫支出金・
県支出金

市が行う特定の事務事業などに、国や県から
交付されるお金

市債

地方交付税　 市の財政力に応じて国から交付されるお金
財源は、所得税・法人税・酒税・消費税・地方法人税

地方譲与税 国税として徴収した税を地方に配分されるお金

地方消費税交付金 消費税 8％のうち、地方分１.7％の半分を県に、残りの
半分を人口等に基づき市町に配分し交付されるお金

自動車取得税
交付金　 自動車取得税の一部が県から交付されるお金

分担金・負担金 特定の事業費の一部を利用者や受益者が負担するお金

使用料・手数料 　公共施設使用料や各種証明手数料など

諸収入 収入の性質によりいずれの科目にも含まれない収入を
まとめたもの

公債費

※１

※２

※３

※４

※５

※６

※７

※８

※９

※ 10

※ 4 ※５ ※ 6

大きな事業をするときに借りるお金

　1 人あたりの歳出総額　

約54万円

　

平
成
29
年
度
は
、
総
合
計
画
や
丹

ま
ご
こ
ろ

の
里
創
生

総
合
戦
略
な
ど
の
取
り
組
み
の
「
見
え
る
化
」

を
加
速
さ
せ
、
新
た
な
丹
波
市
の
創
造
に
向
け

た
予
算
に
よ
り
、市
民
の
声
、市
民
の
願
い
を「
聞

く
、
話
す
、
決
め
る
！
」
を
モ
ッ
ト
ー
と
し
た
、

次
の
５
点
に
つ
い
て
重
点
的
に
施
策
を
展
開
し

ま
し
た
。

①
シ
テ
ィ
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
の
総
合
的
推
進

　

丹
波
市
の
伝
統
文
化
や
魅
力
あ
る
地
域
資
源

を
活
用
し
て
、
市
民
の
愛
着
と
誇
り
の
醸
成
に

取
り
組
み
ま
し
た
。全
国
公
募
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ

プ
事
業
補
助
金
を
利
用
し
た
ド
ロ
ー
ン
・
ロ
ケ
ッ

ト
を
通
じ
た
市
の
活
性
化
事
業
、
地
方
創
生
イ

　税金がどのように使われ、どの
ような財政状況なのか。現在の貯
金や借金の説明などを交え、市の
お金の使い道についてお知らせし
ます。

23 億 3,887 万円

11 億 9,903 万円

労働費 3,586 万円

11 億 2,228 万円

1 億 709 万円

農
林
水
産
業
費

議会費２億 817 万円

衛生費
39 億 6,969
万円

総務費
47 億 5,736
万円

民生費
100 億 9,408
            万円土木費

31 億 9,846
万円

教育費
31 億 2,261
            万円

公債費
49 億 1,703
　　　  万円

商
工
費

※ 10
※１

26 億 2,165 万円

分担金・負担金　２億 1,119 万円

繰入金 10 億 6,669 万円

使用料・手数料     ５億 7,505 万円

その他　2 億 930 万円

諸収入        13 億 3,472 万円
※９

市　民　税 32 億 716 万円
固定資産税 41 億 4,213 万円
軽自動車税 2 億 3,818 万円
市たばこ税 3 億 7,681 万円
入　湯　税 12 万円市税

79 億 6,440 万円

地方交付税
123 億 5,672 万円

※３

自主

財
源

38％

依
存

財
源

62%

市債

国庫・県支出金
52 億 8,202 万円 歳　入

371 億
8,467 万円

繰越金

※２

  市税内訳

災害復旧費

37 億 9,900 万円

※ 7

※ 8

会　計　名 収益的収入 収益的支出 差　引

下水道事業会計
353,424 352,480 944

資本的収入 資本的支出 差　引
188,148 256,421 △ 68,273

※下水道事業の資本的収支（差引）の不足額については、過年度分損益勘定
留保資金６億 6,028 万円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額
348 万円、繰越工事資金 238 万円及び引継金 1,659 万円で補てんしました。

( 単位：万円、税込 )

「住みたい、帰りたい、トカイナカ。丹波市　W
わ

AK
く

U・D
ど

OK
き

I・CITY たんば」

ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
に
よ
る
廃
校
利
活
用
フ
ェ
ア

を
実
施
し
ま
し
た
。（
シ
テ
ィ
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン

事
業　

9
2
3
万
円
）

②
活
力
あ
る
産
業
の
振
興

　

市
内
の
中
小
企
業
、
小
規
模
事
業
所
の
経
営

基
盤
の
安
定
を
め
ざ
し
、
若
い
世
代
の
職
場
の

確
保
や
起
業
の
支
援
、
職
場
に
お
け
る
女
性
の

活
躍
応
援
な
ど
中
小
企
業
の
支
援
に
総
合
的
に

取
り
組
み
ま
し
た
。（
商
工
振
興
事
業
・
労
働
総

務
費　

２
億
1
，
7
0
0
万
円
）

③
女
性
・
若
者
が
活
躍
で
き
る
社
会
の
実
現

　

女
性
・
若
者
の
社
会
参
加
機
会
の
拡
充
と
、

職
場
や
家
庭
、
地
域
の
中
で
、
そ
れ
ぞ
れ
の
個

性
を
活
か
し
な
が
ら
、
い
き
い
き
と
活
躍
で
き

る
ま
ち
を
築
く
施
策
に
取
り
組
み
ま
し
た
。
男

女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー
（
仮
称
）
の
設
置
に
向

け
て
、引
き
続
き
事
業
を
進
め
て
い
き
ま
す
。（
男

女
共
同
参
画
社
会
推
進
事
業　

4
8
1
万
円
）

④
安
全
安
心
な
暮
ら
し
づ
く
り
の
推
進

　

高
齢
者
が
住
み
慣
れ
た
地
域
で
安
心
し
て
暮

ら
せ
る
よ
う
統
合
新
病
院
・
健
康
セ
ン
タ
ー
ミ

ル
ネ
の
整
備
と
、
地
域
医
療
の
充
実
と
医
療
・

保
健
・
福
祉
・
介
護
の
連
携
に
取
り
組
み
ま
し
た
。

（
地
域
医
療
総
合
支
援
セ
ン
タ
ー
（
仮
称
）
整
備

事
業　

３
億
7
，
9
4
0
万
円
）

⑤
丹
（
ま
ご
こ
ろ
）
の
合
併
の
実
現

　

市
民
・
地
域
の
連
帯
感
を
高
め
、
そ
れ
ぞ
れ

の
違
い
を
認
め
合
い
、
固
く
結
び
つ
く
地
域
づ

く
り
に
取
り
組
み
ま
し
た
。
地
域
づ
く
り
交
付

金
の
交
付
や
、
市
内
の
自
治
協
議
会
の
活
動
状

況
な
ど
の
情
報
交
換
の
場
と
し
て
、
自
治
協
議

会
交
流
発
表
会
を
実
施
し
ま
し
た
。（
各
地
域
づ

く
り
事
業　

１
億
7
6
0
万
円
）

平成 29 年度のまちづくりテーマ

歳　出
350 億

7,053 万円

総務費
・防災行政無線整備事業（繰越分含）　３億 9,158 万円
・情報システム管理事業（繰越分含）　３億 5,853 万円
・「丹の里たんば」ふるさと応援事業　２億 993 万円
民生費
・幼児教育・推進事業 　　　17 億 5,606 万円
・児童手当支給事業 　　　10 億 2,038 万円
・後期高齢者医療制度運営事業　10 億 1,241 万円
衛生費
・丹波市クリーンセンター管理運営事業　４億 8,537 万円
・地域医療対策事業  　　３億 2,037 万円
・地域医療総合支援センター（仮称）整備事業（繰越分含）
　   　 ３億 690 万円
農林水産業費
・多面的機能発揮促進事業　　３億 5,134 万円
・農業振興費（繰越分含） 　　１億 2,125 万円
・地籍調査事業（繰越分含）　 １億 1,445 万円
商工費
・商工振興事業  　　　７億 1,207 万円
・企業誘致推進事業  　　　１億 6,238 万円
・指定管理者導入施設管理事業（繰越分含）  １億 677 万円土
土木費
・河川改良事業（繰越分含） ４億 7,443 万円
・道路保全事業  ２億 9,062 万円
・橋りょう長寿命化事業（繰越分含） １億 8,141 万円
消防費
・消防団管理事業  　２億 73 万円
・非常備消防施設整備事業（繰越分含）　１億 2,618 万円　
・消防活動車両整備事業  　3,818 万円　
教育費
・学校給食管理事業  ５億 5,301 万円
・小学校管理事業  ２億 2,987 万円
・小学校施設整備事業（繰越分含） １億 7,634 万円

※繰越分とは、前年度中に完了しなかった事業
の予算を、翌年度に繰り越して実施した事業費
のことです。

消防費

特
集
：
女
性
救

急
救
命
士
誕
生

市
政
フ
ラ
ッ
シ
ュ

市
政
フ
ラ
ッ
シ
ュ

ま
ち
と
ぴ

市
長
コ
ラ
ム
ほ
か

決
算
報
告

決
算
報
告

情
報
ひ
ろ
ば

お
知
ら
せ
・
募
集
・
イ
ベ
ン
ト

情
報
ひ
ろ
ば

子
育
て
関
連
情
報

情
報
ひ
ろ
ば

相
談
・
コ
ラ
ム

図

書

館

健
康
生
活

は
ぴ
た
ん

戸
籍
の
ま
ど
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事業会計等の名称 資金不足比率 経営健全化基準
水 道 事 業 会 計 － 20.0
下 水 道 事 業 会 計 － 20.0
農 業 共 済 特 別 会 計 － 20.0
地方卸売市場特別会計 － 20.0

■健全化判断比率　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

指標名 健全化判断比率 早期健全
化基準

財政再生
基準

①実質赤字比率 － 12.37   20.00
②連結実質赤字比率 － 17.37 30.00
③実質公債費比率 6.3（ 12 位） 25.0    35.0
④将来負担比率 16.8（13 位） 350.0    
※①②については実質赤字額及び連結実質赤字額がないため「－」
としています。
※一般会計と公営事業会計を含めた全会計の歳入と歳出の差引額

（連結実質収支額）は、83 億 5,111 万 1 千円の黒字となっています。
※③④健全化判断比率の (　) 内は県内 41 市町中の順位です。

※資金不足比率とは、水道・下水道などの公営企業会計の資
金不足額の料金収入規模に対する割合です。
※資金不足が生じていないため、「－」としています。

　
　
引
き
続
き
健
全
な
財
政
運
営
に

　
　
取
り
組
み
ま
す

地
方
公
共
団
体
の
財
政
状
況
の
健
全
性

を
確
認
す
る
た
め
の
指
標
で
あ
る

「
健
全
化
判
断
比
率
」
お
よ
び
「
資
金
不
足

比
率
」
は
毎
年
度
算
定
し
、
監
査
委
員
の

審
査
を
受
け
ま
す
。
そ
の
意
見
を
付
け
て

議
会
に
報
告
し
、
市
民
の
み
な
さ
ん
に
公

表
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
の
指
標
の
う
ち
、
一
つ
で
も
基
準
を

超
え
る
と
、
財
政
健
全
化
計
画
の
策

定
や
外
部
監
査
を
義
務
付
け
る
「
早
期
健

全
化
団
体
」
に
移
行
し
ま
す
。
さ
ら
に
悪

化
す
る
と
、
破
た
ん
状
態
の
「
財
政
再
生

団
体
」
と
な
り
、
事
実
上
国
の
管
理
下
に

置
か
れ
ま
す
。

丹
波
市
の
平
成
29
年
度
決
算
に
基
づ
く

「
健
全
化
判
断
比
率
」
お
よ
び
「
資

金
不
足
比
率
」
は
、
上
記
の
と
お
り
す
べ

て
適
正
な
水
準
と
な
り
ま
し
た
。

収
支
面
で
は
健
全
性
を
維
持
す
る
こ
と

が
で
き
た
と
言
え
ま
す
が
、
今
後
も

経
常
収
支
比
率
お
よ
び
実
質
公
債
費
比
率

な
ど
の
指
標
の
動
向
に
注
意
し
、
引
き
続

き
健
全
な
財
政
運
営
に
取
り
組
み
ま
す
。

【用語解説】

■資金不足比率　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

①実質赤字比率

自治体の収入に対する一般会計などの赤字

割合です。

＊１年間の収入と支出の結果で、赤字だっ

たのか、黒字だったのかを判定します。

②連結実質赤字比率

自治体の収入に対する全会計の赤字割合です。

＊全会計の１年間の収入と支出の結果で、

赤字だったのか、黒字だったのかを判定し

ます。

③実質公債費比率

→前ページ参照。

④将来負担比率

自治体の収入に対する外郭団体なども含め

た将来的に負担が見込まれる負債（借入金

残高等）の割合です。

＊借入金残高や基金の状況などをもとに将

来の負担が収入に対してどの位の割合なの

かを判定します。

平成29年度決算に基づく
健
全
化
判
断
比
率
・
資
金
不
足
比
率

と
は
、
家
計
の
や
り
く
り
に
例
え

る
と
、
日
々
の
生
活
に
お
け
る
収
入
と

支
出
の
状
況
や
、
現
在
の
借
金
と
貯
金

の
バ
ラ
ン
ス
を
現
し
た
も
の
で
す
。

地
方
公
共
団
体
の
財
政
状
況
の
健
全

性
を
確
認
す
る
た
め
の
目
安
だ
と

お
考
え
く
だ
さ
い
。

財
政
指
標
っ
て
？

「財政指標」

を公表します

貯金（基金）１人あたり 23万円

借金（市債）１人あたり 113万円

◇基金残高

＊大きな事業をするときは、15 年・20 年などローン
を組んで、公債費で長期間計画的に返済します。また、
今後の見通しや財政状況などを考慮しながら、繰り
上げ償還（返済）をすることもあります。

＊丹  波  市 6.3％  前年度比 0.1 ポイント改善 
＊県平均 7.4％

＊自治体の収入に対する借金返済額の割合で、特別
会計への繰出金のうち借入金返済相当分も含んでい
ます。家計に例えると、収入に対するローン返済額
の割合です。低いほど余裕があり、高いほど苦しい
家計（財政）となります。

＊家庭での貯金と同じく、市でも目的に応じて貯金を
しています。貯金全体の残高は、市発足時（平成 16 年度）
より約 30 億円増えています。

実質公債費比率 6.3 ％

総額 152 億 5,432 万円

総額 736 億 5,590 万円

81 億円： 特定目的基金（特
定の目的のための積立金）
13 億円：減債基金（市債
の返済を計画的にするた
めの積立金）
51 億円：財政調整基金（年
度間の財源の不均衡を調
整するための積立金）

＊一般会計 145 億円の内訳

1

25.0

一部地方債の借入
れが制限される

「起債制限団体」

地方債の発行に県の
許可が必要な「起債
許可団体」

18.0 30

兵庫県
平均
7.4

丹波市
6.3

16 年度      28 年度      29 年度  

億円

170
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経常収支比率 87.9％

＊人件費や公債費など、どうしても必要なお金が収
入全体のどれくらいを占めているかを表します。家
計に例えると、必ず入る収入（給与など）に占める
食費や光熱費などの割合にあたります。低いほど余
裕がある家計（財政）とされています。

75 100
丹波市
87.9

兵庫県平均
95.2

（％）

※一本算定とは、合併した市町村をひとつの自治体として普通交
付税を算定することです。なお、合併後の一定期間に限り、一本
算定した場合と、合併前の市町村の状態にあるものと仮定した合
算額とを比較し、有利な方を採用するのが「合併算定替」です。

（％）
経常収支比率の推移
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◇市債残高の推移
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兵庫県
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財政力指数
[0.43］

丹波市
0.43

兵庫県平均
0.74

０

※県平均は平成 28 年度数値

地方公共団体がどれくら
い自力で財源を調達でき
るかを示すもので、数値
が「１」に近づくほど裕
福な財政とされています。

「１」を超えると独自の収
入が十分あり、普通地方
交付税が交付されない団
体となります。

１

→水道事業

16 年度      25 年度      26 年度　   27 年度　 28 年度　 29 年度

1,061 億円

737 億円

13 年間で 324 億円減
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数字で見る

丹波市の財政力
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